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国による緊急時の支援

・避難支援、避難住民の誘導、避難指示の伝達
、傷病者の搬送

・医療・医薬品等の確保
・食料等の確保

・生活必需品・燃料等の確保
その他、関係省庁が連携して対応

緊急時対応

・・・

 道府県及び市町村は、防災基本計画等に基づき地域防災計画(原子力災害対策編)・
避難計画を作成。

 緊急時対応は、複合災害を考慮して、関係自治体の地域防災計画と、実動省庁を含む
国の支援を合わせたもの。
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参考資料



地域防災計画・避難計画の具体化と支援体制

地域原子力防災協議会＜国＞

原子力規制委員会

原子力災害対策指針

原子力災害対策に関する専門
的・技術的事項を規定

※原子力災害対策特別措置法

＜県・市町村＞
県防災会議・

市町村防災会議

地域防災計画・避難計画

原子力災害対策指針、防災
基本計画に基づき、地域の
実情に精通した関係自治体
が作成

※災害対策基本法
                  原子力災害対策特別措置法

 原発が立地する１３の地域
ごとに、内閣府が設置

 内閣府、規制庁を始めとし
た国の関係省庁と、計画を
策定する関係自治体等が
参加

 各自治体の避難計画を含
む当該地域の「緊急時対
応」を取りまとめ、原子力災
害対策指針等に照らして具
体的かつ合理的であること
を確認

※災害対策基本法に基づく防災基本計画

中央防災会議

防災基本計画

国、自治体、電力事業者等が
それぞれ実施すべき事項を規
定

※災害対策基本法

内閣府
（原子力防災担当）

国による自治体支援の実施、防護設備・資機材等への財政的支援

原子力防災会議
※原子力基本法

• 全閣僚と原子力規
制委員長等で構成

• （議長：総理）
• 地域の避難計画を

含む「緊急時対応」
が原子力災害対策
指針等に照らして具
体的かつ合理的と
なっていることにつ
いて、国として了承

＜国による自治体支援の具体的内容＞
•計画策定当初から政府がきめ細かく関与し、要配慮者を含め、避難先、避難手段、避難経路等の確保
等、地域が抱える課題をともに解決するなど、国が前面に立って自治体をしっかりと支援

•緊急時に必要となる資機材等については、国の交付金等により支援
•関係する民間団体への協力要請など、全国レベルでの支援も実施
•一旦策定した計画についても、確認・支援を継続して行い、訓練の結果等も踏まえ、引き続き改善強化

報告
・

了承

事務局

支援 支援
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令和６年４月
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 これまで、各地域ごとに設置された地域原子力防災協議会において、川内地域、伊方地域、
高浜地域、泊地域、玄海地域、大飯地域、女川地域、美浜地域、島根地域、柏崎刈羽地域
の「緊急時対応」を取りまとめた（10地域）。

【参考】「緊急時対応」の取りまとめ状況（令和8年6月現在）

泊地域

東通地域

女川地域

東海第二地域

浜岡地域

島根地域

川内地域

福島地域

・・・「緊急時対応」が取りまとめられた地域

赤字・・・地域原子力防災協議会の開催年月
青字・・・原子力防災会議の開催年月 平成28年9月

（平成28年10月）
平成29年12月改定
令和2年12月改定
令和7年7月改定

平成27年12月
（平成27年12月）
平成29年10月改定
令和2年7月改定
令和8年6月改定

伊方地域

高浜地域 大飯地域 敦賀地域美浜地域

福井エリア

平成29年10月
（平成29年10月）
令和2年7月改定
令和8年6月改定

平成26年9月（平成26年9月）
平成30年3月改定
令和3年7月改定
令和8年3月改定

平成28年11月（平成28年12月）
平成31年1月改定
令和3年7月改定

玄海地域

平成27年8月（平成27年10月）
平成28年7月改定
平成31年2月改定
令和2年12月改定

令和2年3月
令和2年6月改定（令和2年6月）
令和5年12月改定

志賀地域

柏崎刈羽地域
令和3年1月
（令和3年1月）
令和8年6月改定

令和3年7月
（令和3年9月）

令和8年6月

令和７年６月
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